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　その結果、組織変革の促進要因は次の 2 つの視点から捉えることができた。第 1 は、組織能力と組
織学習の相互作用の視点であり、第 2 は、組織間関係の拡大による組織文化の変革の視点である。以



































間関係、組織文化の 4 つの要素との関連から考察する。第 4 節では、既存の組織変革の実証研



































































































































わっていると考えられる 4 つの促進要因を取り上げる。第 1 に組織能力、第 2 に組織学習、第

















の代表的な議論は、Penrose（1959;1980）の「経営資源の集合体としての企業」5（firm as a 
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（1997）は、ダイナミック・ケイパビリティは、環境変化に応じて変動するルーティン活動で
あると位置づけている。さらに、Teece（2007）は、ダイナミック・ケイパビリティを構成す
る要素は 3 つから構成されるとしている。それは、第 1 に市場や技術的適合を図るセンシング、
第 2 に戦略的意思決定を実行するシージング、第 3 に経営資源と組織構造の再結合と再構成を














































組織学習の対象は 3 つの層からアプローチがなされてきた（安藤 ,1997）。第 1 に組
織 メ ン バ ー で あ る 個 人 を 学 習 主 体 に し た も の（March and Olsen,1976; Argyris and 
Schon,1978;Hedberg,1981）、 第 2 に 組 織 を 学 習 主 体 と す る も の（Cyert and March,1963; 
Duncan and Weiss,1979; Meyer,1982;Daft and Weick,1984 Nystrom and Starbuck,1984; 
Prahalad & Bettis,1986）、第 3 に組織と個人の相互作用に着目したものである（Beer and 
Eizenstat,1996; Nevis and DiBella and Gould,1995）。




















































中核的問題であると述べている。組織間関係論は 1950 年代終わりから 1960 年代初頭に成立し、
1970 年代後半になって確立した。その後、1980 年代において新たな展開をたどった。第 1 は、
組織間関係の分析がミクロからマクロに変化したこと。第 2 は、協同戦略パースペクティブ



































































































4. 組織変革の 4 要素と 8 つの促進要因
組織変革が持続的成長をもたらすためには、組織能力、組織学習、組織間関係、組織文化





ら、第 1 と第 2 は、組織能力が形成されたり修正されたりする要因であり、競争優位の組織学
習が誘発される場面である。
組織学習は組織間関係によってどのように変革が促進されるのか。企業は持続的成長のた
め、市場と技術の拡大だけではなく、近年では M&A が盛んに行われていることから、第 3 に、
提携戦略と M&A の展開があげられる。これらを成功に導く戦略の計画側面の実行プロセス











ミットメントを高める施策が不可欠になる。そのため、第 6 に、戦略的 CSR とダイバーシティ
マネジメントが求められる。同時に、グローバル戦略の実行段階でのダイバーシティマネジメ







的に進めることである。第 7 と第 8 は、新たな組織文化から競争優位の持続を再現する組織能
力を生み出す場面である。
















4.組織変革の 4要素と 8の促進要因 
組織変革が持続的成長をもたらすためには、組織能力、組織学習、組織間関係、組織
文化の 4 要素をとりあげて考察してきた。既存の組織変革の実証研究２３から図 2 で示す
8 の促進要因が導き出される。 
図 2：組織変革の 4要素と 8の促進要因 
出所：槇谷（2016a） 
組織能力は組織学習によってどのように変革が促進されるのか。環境適応のため、第
1 に、経営者が主体となって断行する事業撤退への意思決定である。第 2 に、事業拡大
とコア・コンピタンスの形成と活用、さらに企業リスクの削減に向けたグローバル戦略




ら、第 3 に、提携戦略と M&A の展開があげられる。これらを成功に導く戦略の計画側
面の実行プロセスとして、第 4 に、理念経営の体制と全社プロジェクト活動があげられ
る。これら、第 3 と第 4 は、組織学習が異なった組織間関係から、多様な人間間での共
通目的の再認識の場面である。 
新たな組織間関係から環境適応に向けた組織文化を形成するため は、第 5 に、シス
テム・制度の再設計が欠かせない。競争優位の組織ルーティンを安定させる必要がある
からである。しかし、安定した組織ルーティンは持続的成長のために変化を余儀なくさ





























Morris and Raben（1995）は、変革の実践段階で、3 つの問題を取り上げている。第 1 は、
変革への抵抗と動機づけである 24。第 2 は、変換期のマネジメントと組織統制である 25。第 3 は、
政治的な権力問題の処理である。変革には組織の政治的力を築く必要性である 26。さらに、こ







り組む準備から始まる。第 1 は、CEO と上級経営者層チームのリーダーシップ能力である。
第 2 は、企業の核心である組織のビジョンや使命であるコーポレート・アイデンティティを変
えることである。第 3 は、公式組織と非公式組織からなる、組織の基本構成を変えることであ






















































題番号：26380495）」（平成 26 年度～平成 28 年度）による補助を受けている。ここに記してお
礼を申し上げます。
1 本稿では実証研究を行う前提となる分析フレームワ クーを提示した。槇谷正人（2016）「組織変革メカニズムの解明に






6 ルーティンは組織内の標準化・公式化された業務（マニュアル化された業務）を意味しているが、Nelson and Winter
（1982）は、企業内の業務・活動がルーティン化されていることならびにそれらの類似性に着目し、これらのルーティン
が外部環境の変化に対応してどのように変化していくのかと捉えている。
7 経営資源および組織能力を含めた総体的概念としての経営資源を構成する1 要素として使用されている（伊丹 ,1984
,p.44）。
8 Barney（1991）は、経営資源の異質性と移動困難さが、競争優位の源泉となる論理を示している。
9 Teece,D.J.,2007, 邦訳 p.54.
10 Nadler,D.A. and Tashman,M.L.,1995,pp.20-21.
11 Huber（1991）によれば、これまでの組織学習の研究は組織学習を構成する4 つのプロセスがあると整理している。（1）
知識獲得、（2）情報分配、（3）情報解釈、（4）組織記憶、である（Huber,G.P.,1991）。














20 Scott,W.R.,1995, Powell,W.and Dimaggio,P.eds.,1991.
21 山倉 ,1995,p.62.
22 Shein,E.H.,1985. 邦訳 p.347.
23 キヤノン、東レ、花王、ダイキン工業の組織変革を実証研究した（槇谷 ,2011; 2013a;2013b: 2014）。さらに、パナソニック、
ソニー、シャー プの 2000 年以降の組織変革について、計画的変革と創発的変革の二面性から実証研究を行った（槇
谷 ,2016a）。これらの事例分析の結果、組織変革が促進される要因は、4 つの要素（組織能力、組織学習、組織間関係、
組織文化）の関係から、8 つの促進要因が導き出された。
24 変革への動機づけの方法として 4 つのステップをあげている。（1）現状への不満を表に出させる。（2）変革への参加
を促す。（3）変革を支持する行動に報奨を与える。（4）現状から離脱するための時間と機会を与えることである（Mo
rris,K,F.,and Raben,C.S.,1995, 邦訳 ,pp.63-67）。
25 変換期のマネジメントと組織統制では2つのステップをあげている。（1）将来について明確なイメー ジをつくりそれを伝える。
（2）組織の 4 つの独立した構成要素である、仕事、人間、公式組織体制、非公式組織（組織文化）の複数の要
素を変革に一貫性を持たせて修正する（Morris,K,F.,and Raben,C.S.,1995, 邦訳 ,pp.67-71.）。
― 31 ―





27 Morris,K,F.,and Raben,C.S.,1995, 邦訳 , pp.58-81.
28 Shaw,R.B.,1995, 邦訳 ,pp.82-101.
29 そこで、重要な要件を4 つに整理している、（1）経営幹部に全社的な部門を超えた戦略構想の責任を負わせることが
重要であること（Walton,A.E.,1995, 邦訳 pp.154-157）。（2）自己能力を認識することによって、アイデンティティが、従
業員、顧客、株主に勝るプラスの力となりえること（Walton,A.E.,1995, 邦訳 pp.157-158）。（3） 競争企業と市場、す
べてのプレーヤ とーの関係性を築くことの重要性を認識し、パ トーナーやサプライヤ とー共創すること（Walton,A.E.,1995,
邦訳 pp.160-163）。 （4） 多様性を重視し、あらゆる人間が貢献できるようなシステムを築くことである（Walton,A.E.,1995,
邦訳 pp.163-169）。




Abell,D.F.（1993）Managing with dual Strategies , Free Press,New York（小林一・二瓶喜博訳『デュアル・ス
トラテジー：混迷の時代を生き抜く戦略』白桃書房 ,1999 年）
Ansoff,H.I.（1965）Corporate Strategy:An Analytic Approach to Business Policy for Growth and 
Expansion,McGraw-Hill（広田寿亮訳『企業戦略論』産業能率短期大学出版部 ,1969 年）
Astley,W.G.and Fombrun,C.J .（1983a）Collective Strategy:Social Ecology of Organizational 
Environments,Academy of Manwgement Review,8.
Astley,W.G.,and Fombrun,C.J.（1983b）Technological Innovation and Industrial Structure,Advances in 
Structure Management ,Vol.1,JAI.
Argyris,C.,and Schon,D.（1978）Organizational leading. Reading.MA: Addison-Wesley.
Barney,J.B.（1991）Firm resources and sustained competitive advantage. Journal of Management ,7,pp.49-
64;pp.99-120.
｜（2002）Gaining and Sustaining Competitive Advantage. Addison-Wesley（岡田正大訳『企業戦略論』上中
下巻ダイヤモンド社 ,2003 年）
Beer,M.,and Eizenstat,R.A.（1996）Developing an organization capable of implementing strategy and 
learning,Human Relations ,49（5）,pp.597-619. 
Black,J.A.,and Boal,K.B.（1994）Strategic Resources:Traits,Configurations and Paths to Sustainable 
Competitive Advantage, Strategic Management Journal , Summer,Special Issue, pp.131-148.
Cameron,K.S.（1986）Effectiveness as paradox:Consensus and conflict in conceptions of organizational 
effectiveness.Management Science,32.pp.539-552.
Cameron,K.S.,and Quinn,R.E.（1988）Organizational paradox and transformation.In R.E.Quinn and K.S.Cameron
（Eds.） Paradox and Transformation:Toward a Theory of Change in Organization and Management.
Cambridge,MA:Ballinger.
Collis, D.J.and Montgomery. C.A.（1998）Corporate strategy. A resource-based approach.（根来龍之・蛭田啓、
久保亮一訳『資源ベースの経営戦略論』東洋経済新報社，2004 年）
Cyert,R.M.,and March,J.G.（1963）A Behavioral Theory of the Firm,Englewood Cliff,New Jersey:Prentice-
Hall,2nd ed.,Cambridge,Mass.:Blackwell.（井上恒夫訳『企業の行動理論』ダイヤモンド社 ,1967 年）
Daft,R.L.,and Weick,K.E.（1984）Toward a model of organizations as interpretation systems,Academy of 
Management Review,9,pp.284-295.
Duncan,R.,and Weiss,A.（1979）Organizational learning:Implication for organizational design,In Staw,E.M
（ed.）,Research in Organizational Behaivior ,Vol.1,JAI Press,pp.75-123.
Ford,J.D., and  Backoff,R.W.（1988）Organizational change in and out dualities and paradox.In R.E.Quinn 
and K.S.Cameron（Eds.） Paradox and Transformation:Toward a Theory of Change in Organization and 
Management .Cambridge,MA:Ballinger.p.91.
Grant,R.M.（1991）The Resource-based Theory of Competive Advantage: Implications for Strategy 
Formulations, California Management Review, Vol.33,No.3, pp.114-135.
Hall,R.（1992）The Strategic Analysis of Intangible Resources, Strategic Management Journal ,13,pp.135-144.
Hedberg,Bo L,T.（1981）How organizations learn and unlearn,In P.C. Nystrom & Starbuck（eds.）,Handbook 
of organizational design,Vol.1,New York:Oxford University Press,pp.3-27.
Huber,G.P.（1991）Organizational learning:The contributing processes and the literatures,Organization 
Science ,2,pp.88-115.In Cohen and Sproull,L.S.（eds.）, Organizational Learning ,Thousand Oaks:Sage,1996, 
pp.124-162.
Kotter,J.P（1996）Leading Change.Harvard Business School Press.（梅津祐良訳『企業変革力』日経 BP 社 ,2002 年）
Levitt,B.,and March,J.G.（1988）Organizational learning,Annual Review of Sociology,14,pp.319-340.
― 33 ―
経営情報研究　第 23 巻第 1・2 号（2016 年２月）, 17 － 35 ページ
March,J.G.and Olsen,J.P.（1976）Ambiguity and choice in organizations,　Universititetsforlaget.（遠田雄志・
アリソン・ユング訳『組織におけるあいまいさと決定』有斐閣 ,1986 年）
March,J.G.（1991）Exploration and exploitation in organizational learning,Organization Science,2（1）,pp.71-87.
Meyer,A.D.（1982）Adapting to environmental jolts,Administrative Science Quarterly,27,pp.515-537.
Mintzberg,H.,Ahlstrand,B.and Lampel,J.（1998）Strategy Safari ,The Free Press.（斉藤嘉則監訳『戦略サファリ』
東洋経済新報社 ,1999 年）
Mintzberg,H.（1998）The Strategy Concepts Ⅰ :Five Ps for strategy.In G.R.Caroll and D.Vogel（Eds.） 
Organizational Approaches to Strategy. Cambridge,Ma:Ballinger.
Morris,K,F.,and Raben,C.S.（1995）Discontinuous Change:Leading Organizational Transformation. San 
Francisco,CA:Jossey-Bass.
Nadler,D.A., and Tushman,M.L.（1995a）Types of organizational change:From incremental improvement 
to discontinuous transformation.In Nadler,D.A.,Shaw,R.B.,Walton,A.E & Associates（Eds）（1995）
Discontinuous Change:Leading Organizational Transformation.San Francisco,CA:Jossey-Bass.
｜（1995b）The challenge of discontinuous change.In Nadler,D.A.,Shaw,R.B.,Walton,A.E & Associates（Eds）.
Discontinuous Change:Leading Organizational Transformation.San Francisco,CA:Jossey-Bass.
Nelson,R.R. and Winter,S.G.（1982）An Evolutionary Theory of Economic Change, Harvard University Press.
（後藤晃・角南篤・田中辰夫訳『経済変動の進化理論』慶應義塾大学出版会 ,2007 年）
Nevis,E.C.,and DiBella,A.J., and Gould,J.M.（1995）Understanding organizations as learning systems,Sloan 
Management Review,Winter,pp.73-85.
Nystrom,P.C.,and Starbuck,W.H.（1984）To avoid organizational crises,unlearn,Organizational 
Dynamics ,Spring,pp.53-65.
Penrose, E.T.（1959）The Theory of the Growth of the Firm, with new Preface, by Edith Penrose. Oxford 
University Press.（末松玄六訳『会社成長の理論第二版』ダイヤモンド社 ,1962 年）
｜（1980）The Theory of the Growth of the Firm,3nd ed.（日髙千景訳『企業成長の理論』ダイヤモンド社 ,2010 年）
Pettigrew,A.M.（1979）On Studying Organizational Cultures,Administrative Science Quarterly, Vol. 24, No. 4, 
Qualitative Methodology. （Dec）, pp.570-581.
Pfeffer,J. and Salancik,G.R.（1978）The External Control of Organization.New York:Harper and Row.
Powell,W.and Dimaggio,P.eds.（1991）The New Institutionalism in Organizational Analysis ,University of 
Chicago Press.
Prahalad,C.K.,and Bettis,R.A.（1986）The dominant logic:A new linkage between diversity and performance.
Strategic Management Journal ,7,pp.485-501.
Quinn,R.E., and Rohrbaugh,J.（1983）A  spatial model of effectiveness criteria:toward a competing values 
approach to organizational analysis. Management Science,29,pp.363-377.
Scott,W.R.（1995）Institution and Organization,Sage Publications,Inc.Thousand Oaks,U.S.A.London,U.K.New 
Delhi,INDIA.（河野昭三・板橋慶明訳『制度と組織』税務経理協会 ,1998 年）
Shaw,R.B.（1995）In Nadler,D.A.,Shaw,R.B.,Walton,A.E & Associates（Eds）（1995）Discontinuous 
Change:Leading Organizational Transformation.San Francisco,CA:Jossey-Bass., 邦訳 pp.82-101
Shein,E.H.（1985）Organizational Culture and Leadership ,San Francisco,CA:Jossey-Bass Publishers.（清水紀彦・
浜田幸雄訳『組織文化とリーダーシップ』ダイヤモンド社 ,1989 年 , 邦訳 p.347）
Teece, D. J.（1980）Economies of scope and the scope of the enterprise, Journal of Economic. Behavior and 
Organization, 1（3）,pp. 223–247.
｜（1982）Towards an economic theory of the multiproduct firm, Journal of Economic Behavior and 
Organization, 3（1）, pp.39–63.
｜（2007）Explicating Dynamic Capabilities:The Nature and Microfoundations of （Sustainable） Enterprise 
Performance. Strategic Management Journal ,Vol.28, ssue13, pp.1319-1350. （渡部直樹編著・デビット・J・ティー
スほか著『ケイパビリティの組織論・戦略論』中央経済社）




Tompson,J.D.（1967）Organizations in Action,New York:McGraw-Hill.（高宮晋監訳『オーガニゼーション　イ
ン　アクション』同文舘出版 ,1987 年）
Walton,A.E.（1995）In Nadler,D.A.,Shaw,R.B.,Walton,A.E & Associates（Eds）（1995）Discontinuous 
Change:Leading Organizational Transformation.San Francisco,CA:Jossey-Bass. 邦訳 p.151
Weick,K,E.（1979）The social phychology of organizing,Addison-Wesley.（遠田雄志訳『組織化の社会学　第 2
版』文眞堂 ,1997 年）






















て～」岡山大学経済学会雑誌第 44 巻 3 号 ,pp.23-47.
｜（2013）「組織変革における阻害に関する既存研究の概観（後）～要因・メカニズム・除去を対象にして～」
岡山大学経済学会雑誌第 44 巻 4 号 ,pp.21 -40.
山倉健嗣（1993）『組織間関係－企業間ネットワークの変革に向けて』有斐閣 .
｜（1995）『組織間関係と組織間関係論』横浜経営研究第 16 巻 2 号 ,pp.166-178.
― 35 ―

